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　母子家庭のお母さんたちが、それぞれの思いを心置きなく話せる場です。
　互いの経験を共有し、支え合う交流の場としましょう。
　お子さんは託児室で保育士が預かります。（託児は予約が必要です）詳細は、21・22ページをご覧ください。

　ひとり親家庭のお母さん、お父さんがリフレッシュできるよう、生後3か
月～小学校の3年生までのお子さんをお預かりします。
（利用料無料・予約が必要です）

　ひとり親家庭の親子が、自由に集えるセンターのイベントです。
　午前は、ひとり親に役立つ内容の講演会、午後は、親子で楽しめるワーク
ショップを開催します。
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♦養育費について
　養育費とは、子育てに必要な費用のことです。一般的には、子どもが経済的・
社会的に自立すべき時期（例えば、大学卒業）までに要する、子どもの衣食住、教育、
医療等に必要なお金です。
　親権の決め方にかかわらず、父母は、お互いの収入等に従って養育費を分担す
る必要があります。養育費は、子どもの健やかな成長のために大変重要なもので
す。離婚に伴って、子どもと離れて暮らすこととなった親であっても、養育費を
支払って、子どもの成長を支える必要があります。また、子どもと一緒に暮らす
親は、子どものためにこの権利を適切に行使しなければなりません。

♦養育費の取り決め方
　養育費は、話合いや、裁判所の調停などで決めることができます。話合いで決
める場合には、支払われなかったときに差押え等の制度があるので、特に養育費・
婚姻費用については、双方の署名・押印のある文書で定めるようにしてください。

♦親子交流について
　親子交流とは、子どもと離れて暮らす親が、子どもと定期的、継続的に、会っ
て話をしたり、一緒に遊んだり、電話や手紙などの方法で交流することです。
　子どもは、「自分のせいで離婚してしまったのではないか？」とか、「親は自分
のことを嫌いになってしまったのではないか？」などと不安な気持ちになること
もあります。親子交流は、父母それぞれの立場から、子どもが悪いのではないこと、
父母双方が子どものことを大切に思っていることを伝える方法の一つです。適切
な親子交流は、子どもの健やかな成長と幸せにつながると考えられます。
　ただし、親子の安全・安心を確保することができないなど親子交流が子の利益
に反する場合には、無理な親子交流は相当でないと考えられます。

　安全、安心な話合いが難しいときは、無理に話し合う必要はありません。弁護
士等の支援や家庭裁判所の調停、審判等を利用してください。

※このページは法務省作成「離婚・別居を考えているお父さんお母さんへ　子ども
のための共同養育計画書」を引用しています

養育費・親子交流についての取り決め内容や方法、
その他の詳細は、法務省ホームページよりご確認ください⇒

　予期せぬ妊娠や出産にお悩みの方の相談をお受けします。相談者の生活、福祉課
題の解決に向けて、妊娠期から産後期まで継続した支援を提供します。

福岡市内に居住している、予期せぬ妊娠や出産にお悩みの方
（例） ○妊娠して精神的、社会的に困難な状況にある方
 ○健診や出産費用がない方
 ○妊娠を誰にも相談できない方
※産む、産まないにかかわらず、匿名でご相談できます。

産前・産後母子支援センター（予期せぬ妊娠・出産に関する支援）

生活自立支援センター
　福岡市生活自立支援センターは、生活や仕事にお困りの方を対象に支援を行う無
料相談窓口です。

生活自立支援センターでは、次のような相談をお受けします。

♦対象となる方

・入学準備のお金がない　・家賃を滞納している　・仕事が見つからない
・借金をどうしたらいいかわからない　・お金の管理が苦手
まずは、お電話でご相談ください。

福岡市内にお住まいの方（生活保護受給中の方は除く）対象となる方
平日9：00～ 17：00利用時間
土・日曜・祝日及び年末年始（12/29 ～ 1/3）休館日
https://jiritsu-support.fukuoka.jp/ホームページ

年中無休・24時間対応
（月曜日～金曜日８時～17時は、専門スタッフが対応します。）

♦利用日・利用時間

● 産前・産後母子支援センター「Comomotie（こももティエ）」

☎ ４００－０７８０
福岡市早良区百道３丁目１８－８

問い合わせ先

● 生活自立支援センター

☎ ０１２０－１７－３４５６（フリーダイヤル）
福岡市中央区天神１丁目４－２ エルガーラオフィス７階

問い合わせ先

※各区役所に分室があります。



親権・養育費・親子交流などのルールが新しくなりました

♦安全・安心な親子交流の実現に向けた見直し
　子どものことを最優先に、親子交流や父母以外の親族との交流に関するルール
が見直されました。
〈見直されたルール〉
・親子交流の試行的実施
・婚姻中別居時の親子交流
・父母以外の親族と子どもの交流

　子どもの健やかな成長と未来のことを一番に考え、離婚後の親の責任、養育費や親
子交流についてなど、離婚後の子どもの養育に関する法律が見直されました。（2026
年４月 1日に施行）主な改正内容は以下のとおりです（※）。

※このページはこども家庭庁作成「ひとり親家庭のためのみらい応援ガイド」を引用
しています

詳しくは、福岡市ひと
り親家庭情報ポータル
サイト「たよって」を
ご確認ください⇒

♦親の責務に関するルールの明確化
　子どもの未来を担う親として親権や婚姻関係があるかどうかに関わらず、子ど
もを育てる責任と義務についてのルールが明確にされました。　
〈親の責務に関するルール〉
・子どもの人格の尊重
・子どもの扶養
・父母間の人格尊重・協力義務
・すべては子どもの利益のために

♦離婚後の親権に関するルールの見直し
　新たな選択肢が広がり、１人だけが親権を持つ【単独親権】のほかに、離婚後
に父母２人ともが親権を持つ【共同親権】の選択ができるようになります。
〈共同親権の場合〉
　日常のことは、一方の親で決められますが、大切なことは父母２人で話し合い
ましょう。ただし、緊急のケースは一方の親が決めることができます。

♦養育費の支払い確保に向けた変更点
　子どもの生活を守るため、養育費を確実に、しっかりと受け取れるように新た
なルールの創設やルールの見直しが行われました。
〈変更点〉
・取り決めの実効性アップ
・法定養育費制度が設けられました（子一人当たり月額2万円）
　※養育費が決まるまでの暫定的、補充的なものです
　※施行後に離婚した場合が対象です
・裁判手続きがスムーズになりました



令和８年度の開催日
第１回  令和８年６月１４日　 第２回  令和８年１０月１５日
第３回  令和９年２月２０日

♦養育費・親子交流相談支援センター  https://www.youikuhi-soudan.jp



48,050円

11,350円

48,040円～11,340円

11,340円～5,680円
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令和8年4月分～
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対象者全員の健康保険の資格が確認できるもの（保険の資格
取得日（適用開始年月日））の記載があるもの
※資格情報のお知らせ、資格確認書、マイナポータルの保険
資格情報、マイナンバーカードのうち1つ
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子ども習い事応援事業

住まいに関することについて知りたい

　子どもの将来が生まれ育った環境に左右されずに、個性や能力を伸ばし、自己肯
定感を育めるよう、電子クーポンを交付し、習い事にかかる費用を助成します。
※WEBが利用できない場合はカード型クーポンを交付します。

事業内容やよくある
お問い合わせは専用
サイトでもご案内し
ています。

♦対象者
　生活保護世帯または児童扶養手当受給世帯等（＊）のうち、小学５年生から中学
３年生までの子どもの保護者
＊ひとり親家庭等医療費助成制度対象者も含む

♦クーポン交付額（助成額）
　子ども一人あたり年額12万円分（毎月４月１日に交付、有効期間は年度末まで）
※年度の途中で対象になった場合は年額12万円を月割した額。
※申込完了した日から利用できます。
※有効期間内に対象者の要件を満たさなくなった場合は、それ以降クーポンの利
用はできません。

♦クーポンが利用できる教室等の種類
・文化教室（例：音楽、美術、書写、そろばん、パソコン、プログラミング、英
語塾・英会話教室　等）
・スポーツ教室（例：水泳、体操、野球、サッカー、テニス、武道、ダンス　等）
・学習塾等（例：学習塾、家庭教師、オンライン学習塾　等）
　ただし、本事業に事前登録している教室等のみ利用可能。

♦対象となる経費
①初期費用（入会金、入学金、入塾テスト代等）
②月謝、受講料
③試験料、学力テスト料等
④通信費用
⑤道具、教材、教具代
⑥ユニフォーム、制服代
⑦その他、福岡市が必要と認めるもの
※レッスンや授業を受けるために登録教室等に支払うものに限り対象とする。

♦申請手続き
　対象となる方には福岡市から案内文をお送りします。文書が届
きましたら、その内容に沿って申請のお手続きをお願いします。

● 福岡市子ども習い事応援事業運営事務局
☎ 0120-400-840  FAX 092-510-1756
時間：月～土　9:00～18:00（日曜・祝日・12/28～1/3休み）

　ひとり親世帯の方は、入居者資格や家賃算定において、収入基準の緩和やひとり
親控除の適用があります。



　市内に住み続けたい子育て世帯への支援として、住宅取得費や家賃、引越し費用等
を助成します。

申請方法や要件の詳細は、市ホームページ（「福岡市子育て世帯市内引越し応援事業」）
で確認するか、住宅計画課へお問い合わせください。

　市内での三世代同居・近居への支援として、住宅取得費や家賃、引越し費用等を助
成します。

申請方法や要件の詳細は、市ホームページ（「福岡市三世代同居・近居住替え支援事業」）
で確認するか、住宅計画課へお問い合わせください。

住宅計画課

住宅計画課
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住 居 住 居

♦対象
　18歳以下の子どもがいるか妊娠中の世帯で、転居前も市内に居住し、市内で転
居を行う世帯であること
※その他、面積・校区などの要件があります

♦助成額
・住宅取得（購入）費 ・・ ２０万円×最長５年間
・民間賃貸住宅家賃・・・ １０万円×最長５年間
・引越し費用等・・・・・ 基本上限額１５万円※多子世帯は５万円引き上げ

♦募集期間
令和８年４月１日～令和９年２月２８日
※申請は転居日から１年以内・予算の範囲内で先着順です。

子育て世帯市内引越し応援事業

♦対象
　子育て世帯（18歳以下の子どもがいるか妊娠中の世帯）又は親世帯等で、市内
で三世代での同居又は近居を行う世帯であること
※その他、面積などの要件があります

♦助成額
・住宅取得（購入）費 ・・ ２０万円×最長５年間
・民間賃貸住宅家賃・・・ １０万円×最長５年間
・引越し費用等・・・・・ 基本上限額２０万円※多子世帯は５万円引き上げ

♦募集期間
令和８年４月１日～令和９年２月２８日
※申請は転居日から１年以内・予算の範囲内で先着順です。

三世代同居・近居住替え支援事業





介護職員初任者研修

介護実務者研修（通信）

介護福祉士受験対策講座

色彩検定対策講座

医療事務講座

調剤事務講座

日商簿記３級講座

初めてのパソコン講座

ワード・エクセル基礎講座

ワード・エクセル実践講座

ワード、エクセル検定対策講座

パワーポイント講座

初めてのwebページ講座

メンタルヘルスⅢ種講座

FP技能検定３級、２級講座

正看護師専門学校受験対策講座

レクリエーション介護士２級講座　など
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　ひとり親家庭のお母さん（お父さん）が、就職に有利な資格を取得するために、養成
機関において修業している場合に、上限を４年（一定の要件を満たす看護師の修業は5年）
として、その修業期間について経済的な支援を行います。

修業期間の全期間（上限4年） ※一定の要件を満たす看護師の修業は5年

※給付を受けようとする方は、修業開始前に手続きの方法等について必ずお問い合わせください。
※申請があった月の分からの支給となります。
※促進給付金を受給中に児童が20歳に到達しても、引き続き同一の養成機関で修業する
場合は促進継続給付金等の対象となる場合があります。

▶21・22ページへ
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１.「雇用保険教育訓練給付金」を受けることができない方
　（1）上記①、②を受講する場合…受講料の60%（上限20万円）
　（2）上記③を受講する場合………受講料の60%（上限40万円／年）×上限４年間
　　　  ただし、准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合
　　　　　　　　　　　　　　  ……受講料の60%（上限40万円／年）×上限５年間
　　　  また、講座終了後１年以内に資格取得かつ就職等した場合
　　　　　　　　　  ……受講料の25%を追加支給（上限20万円／年）×上限４年間
　　　  ただし、准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合
　　　　　　　　　　　　　　  ……受講料の25%（上限20万円／年）×上限５年間

２.「雇用保険教育訓練給付金」を受けることができる方
　　上記支給額より、「雇用保険教育訓練給付金」を差し引いた額
　　　※１（1）・２は受講修了後、１（2）は半年ごとの支給となります。



※P49・P50をご覧ください

※P49・P50をご覧ください
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●福岡市ホームページ「企業主導型保育施設」で検索

制限なし。
ただし、利用できるのは
認可保育所入所の前日ま
でで、定期的に保育を必
要とする事由（就労、就学
など）がある時間に限る。

※ （　　　） 内は市町村民税非課税・生活保護世帯
※ 多胎児を同時に保育する場合、2人目以降は無料

24時間



７２５－５３２１



電話番号 FAX所在地名称

736－1116

631－0633

474－0218

761－1892

511－4746

851－3870

851－4900

882－3755

713－0778

643－8923

436－3652

737－6285

557－4068

832－6428

832－7382

895－3109

※身体状況などにより、お越しになることが難しい方は、ご相談ください。



（令和8年 4月 1日現在）

♦利用できるこども

♦利用料金

♦申し込み方法

生後６ケ月から２歳までの未就園児
※保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所、企業主導型保育施設に通っ
ている子どもは対象外です。
※事前に福岡市から、利用についての「認定」を受ける必要があります。
※令和８年度中に３歳になった場合は年度末まで利用ができます。

１時間300円。他に給食費、雑費が必要になります。
※生活保護世帯、住民税非課税世帯等には利用料の減免があります。

希望する施設に直接お申し込みください
実施施設は市のホームページ（二次元コード）をご確認ください。

6,370円
3,150円

▶49・50ページへ

400-0233



ひとり親家庭、寡婦、離婚前の困難を抱える母又は父
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【小・中学生】 学用品などの援助（就学援助）

♦就学支援金を受けることができる方
○高等学校等就学支援金

①国公私立の高等学校などに在学していること
②生徒本人の国籍が日本国籍または外国籍のうち永住者等の在留資格を有していること
※令和８年度の制度改正に伴い、就学支援金の対象外となる在校生のうち、令和8
年３月31日時点で就学支援金旧制度の受給資格を有している生徒については、
経過措置として、就学支援金旧制度と同等の支援を受けることができます。

♦高校生等・新修学支援を受けることができる方
○高校生等・新修学支援

【新入生】
①国公私立の高等学校などに在学していること
②高等学校等就学支援金の対象外となる外国籍等の生徒のうち保護者等の年収目安
（※）が約910万円未満であること
【在校生】
①国公私立の高等学校などに在学していること
②高等学校等就学支援金の対象外となる外国籍等の生徒のうち保護者等の年収目安
（※）が約910万円以上であること
※両親・高校生・中学生の4人家族で両親の一方が働いている場合の目安

♦学校納付金軽減を受けることができる方
○私立高校等の学校納付金軽減

①生活保護又は児童扶養手当（一定額以上）を受給している
②保護者等の国民年金保険料が全額免除されている
③保護者等の所得税又は道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である等々

♦奨学給付金を受けることができる方
○高校生等奨学給付金制度（平成26年4月以降入学者が対象）

①保護者等が福岡県内に住所を有すること
　※保護者等が県外に在住の場合は、在住する都道府県にお問い合わせください。
②保護者等の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税の世帯、年収目安
490万円未満世帯又は生活保護（生業扶助）受給世帯であること（専攻科の生徒
については、支給要件が異なります）
③国公私立高等学校などに在学していること（特別支援学校の高等部は含まれません）
④高等学校等就学支援金の支給を受ける資格を有する高校生等であること

♦手続き
お子さんが通っている学校へ必要書類を提出します。
対象になるか等、詳しくは学校にお問い合わせください。

福岡市母子父子寡婦福祉資金
※他機関・制度の貸付金等との併用
はできません。

各区子育て支援課
　▶家庭児童相談室（49・50ページへ）

詳しいご案内は45～46ページをご覧ください。

月～金 9:00～17：00 （祝日・年末年始を除く）

○各機関・制度によって、対象者の要件や募集時期、貸与額などが異なりますので、詳
しくは、各問い合わせ先へご確認ください。



（専門課程又は専攻科）

専修学校（専門課程又は専攻科）

510,000円

340,000円

118,000円
118,000円
118,000円

3,720,000円

1,860,000円
▶49・50ページへ

所得制限

55,500円



▶49・50ページへ

47 48



49 50


